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１．はじめに 

近年、日本の至る所で地震、豪雨、噴火、土砂災害や鳥インフルなど大規模な災害が

発生している。九州においても平成２４年九州北部豪雨、平成２６年口之永良部島噴火、

そして平成２８年の熊本地震においてはいまだ余震が続いている状況である。 

災害が発生した場合に私たち（国交省職員）はすぐに災害対策班を立ち上げ、現況調

査、復旧対策選定を行い協定業者による被害の拡大防止や早期復旧に向けた取り組みを

行う。中でも災害協定業者による迅速な対応が人命や財産を守る大きなカギになってい

るのは言うまでない。そのため業者の選定、資機材の調達については、労力を費やして

いるところである。 

本発表は、災害発生時等において、迅速に災害協定業者、必要な資機材等を検索出来

るシステムの開発を行った。これにより九州全域の協定業者、建設機械、資機材の保有

状況がわかり災害時において必要な人員確保、資機材の調達等が行え、被害の拡大防止、

早期復旧に資するものである。 

このシステムは、今年度より九州全域の協定業者等の情報入力を行い、一元化する予

定である。 

今回システムの内容説明及び今後スケジュールについて発表する。 

 

２．建設機械等検索システム 

２．１災害時における時系列とシステム開発箇所 

  災害時の時系列フローと検索システム開発箇所の位置付けは、以下のとおりである。 

   

  災害時における時系列   災害発生 

                 ↓ 

              対策本部設置  

                 ↓ 

               現地確認 

                 ↓ 

          災害拡大防止・復旧工法の選定 

                 ↓    

             災害協定業者の選定 

                           ↓           今回の検索システム開発箇所 

                必要な建設機械・資機材の確保  

                           ↓ 

                         復旧作業 

図－１ 検索システム開発箇所の位置付け 

※「建設機械等検索システム」に関して組織されたプロジェクトチーム 



２．２システム開発にあたって 

  システム開発にあたっては使えるシステム 

の開発を目指した。また、過去に作成したデ 

ータベースシステムについて、何故使われな 

くなっていたのか検証を行い、システム開発 

に役立てる事とした。 

  データベースシステムとは、現在、イント 

ラネット上で閲覧が出来、民間事業者が保有 

している建設機械、資機材の情報が登録され 

ている。                

図－２ 建設機械・資材等ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（改良版） 

  データベースの問題点 

① 資機材の保有状況等の情報は、前年度の調査情報であり最新の情報ではない。 

② 事業者への調査方法はインターネット又は紙によるアンケート調査であり対象

業者の全数は回収できていない。 

③ 民間事業者は、国、事務所のほか自治体からも類似の調査が行われ毎年、資料の

作成や提出など負担となっている。 

④ 災害箇所と業者所在地、資機材保有箇所等の位置関係がわからない。 

  ●上記の問題点より開発の際に、特に留意した項目は以下のとおりである。 

   ① 最新の情報を提供する。 

   ② 全ての協定業者及び保有資機材を登録させる。 

   ③ 登録方法が簡単。 

   ④ 視覚的に解る、簡単に扱えるシステムとする。 

 

２．３プロジェクト会議 

  システムの開発及び継続的な運用を行うためには、関係部署との連携が不可欠である。 

  そこで、「建設機械等検索システムに関するプロジェクト会議」（以下「PT 会議」とい 

う）を立ち上げた。 

 （PT 会議構成メンバー） 

   ・企画部 「防災課」、「施工企画課」 

・道路部 「道路工事課」、「道路管理課」 

   ・河川部 「水災害予報センター」、「河川工事課」 

   ・九州技術事務所 

PT 会議は、システムの開発にあたり、問題点、要望 

事項の抽出、検討、試行運用に向けた最終確認と合わ 

せて３回開催した。 

その中で以下の意見が挙げられ、システムに反映させることとした。 

・九州全体の地図による閲覧画面とし、災害発生地点との位置関係を視覚的に情報 

をとらえた方が使いやすい。 

・各事務所における資機材調達方法などの実態について、アンケート調査が必要。 

・国保有の機械、資材についても、データベース化し、情報共有を行う。 

  

図－３ PT 会議 



２．４建設機械・資材情報の運用実態調査 

  PT 会議を踏まえ、九地整管内の全事務所にアンケート調査を実施した。 

  主なアンケート実施内容 

①事務所における災害時の資機材調達方法 

②民間事業者への保有資機材情報の調査・管理方法 

③事務所保有資機材情報の管理方法 

  アンケートの結果 

①事務所からの資機材調達は、災害発生現場に近い維持工事業者及び災害協 

定業者へ電話、メール等により行っている。 

   災害協定業者は専属のリース会社へ連絡し資機材等の調達を行っている。 

②災害協定締結後、建設機械、資材、オペレータの有無、運搬時間等を事務所 

毎に調査を行っている。 

③事務所にて定期的に保有資機材調査を実施 

  以上のことより、システムには下記の項目を反映させることとした。 

    ①保有会社住所と保管場所が異なる場合もあるため、双方の情報を登録可能。 

    ②建設機械毎にオペレータの在籍人数を登録可能。 

    ③事務所、出張所毎に保有資機材を登録可能。 

２．５システム開発 

２．５．１システムの Web 化 

①Web 化することにより九地整管内の全事務所に関する情報を閲覧できるようにした。 

 また、他事務所からの応援や資機材情報の共有を可能とした。 

  ②災害協定業者は、インターネットに接続し、情報入力を簡単にできるようにした。 

  ③登録業者は、ID/PS 認証を行い、他業者情報の閲覧が出来ないようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ Web 化イメージ図 

２．５．２地図表示による簡易な検索 

地図表示画面より、災害発生地点と建設 

機械保有業者などの位置情報を視覚的に把 

握できる。 

・災害発生地点及び検索範囲（半径 1～ 

100km まで）を設定することで、必要と 

なる建設機械、資材の位置、保有会社 

情報等を得ることが可能。 

・地図画面は、九州全域図から５０ｍ地 

図まで詳細拡大し閲覧可能。 

・現場への移動経路を確認可能。 
図－５ システム地図表示画面 



  【災害協定業者の検索例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 検索システム画面（災害協定業者検索の一例） 

①検索の中心位置を設定 

②検索範囲を設定 

③保有業者の抽出 

④詳細情報などを取得 

５０ｍ地図まで詳細拡大可能。 

現場への経路を確認できる。 

協定業者 

検索の中心位置 

半径 1～100km まで検索範囲の設定可能 

検索範囲内の業者（詳細）

事務所 国・事務所 

５０ｍ地図 

５０ｋｍ地図 

５ｋｍ地図 



【業者情報の表示例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 検索結果の表示例 

 

２．５．３業者登録用画面 

災害協定業者のシステム入力は、インターネットにてパソコンで入力を行う。 

 

２．５．４印刷機能 

災害時において情報共有手段は、パソコン画面上ではなく、大判（A0）印刷し、行 

っているのが通常である。よって大判印刷及び一覧表形式で、建設機械、資材及び保 

有業者情報の印刷も可能とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 災害対応状況       写真－２ 大判（A0）印刷（例） 

業者の保有機械、資材一覧 

抽出した業者をクリック 

事業者名 

連絡先 TEL 

連絡先氏名 

住所 

オペレータ数 

作業員数 

建設機械の所在地 

保有機械 

保有資材 

協定期間などを表示 



３．今後の予定 

  今後のシステム導入から運用開始までの予定は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 今後のスケジュール 

４．追加機能 

災害は、熊本地震のように、同時期に多発することもある。各々の災害箇所において、

対応及び状況に関する経過確認が出来るよう改良し、情報共有を図ることが可能とした。 

  また、システム導入、運用後に、システムに関するアンケート調査を行い、改良・改 

善の要望等があれば、改良・改善を行いたい。 

 

 

 

図－９ イメージ図 

５．まとめ 

 今回、災害発生時において、現場に必要となる災害協定業者、建設機械及び資材等の情

報を検索し、早期支援に資するシステムを開発した。 

 平成２８年度上半期にシステム用サーバを導入し、九地整において災害協定を締結して

いる全ての民間事業者の登録を行う。また、国保有の資材等も登録し、災害時における早

期復旧に役立つシステムとして試行を行う。 

 今後は、試行時の問題点及び改良点を抽出し、より使いやすいシステムをめざし本運用

を行う予定である。 

災害箇所をクリックし、経過を確認！ 


